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宅地並み課税の軽減措置が貸家建設に及ぼした影響
一資本コストによる分析-
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要約
三大都市圏では1992年度に貸家建設が大きく増加し、また1992年に農家による貸家建設
のシェアが著しく増加した。この変動は、経済白書では、税制改正一農地の宅地並み課税
とその土地に貸家を建築した場合の軽減措置ーによるものとされている。本論文は、貸家
の資本コストの変化を計測することにより、貸家建設に対する宅地並み課税の軽減措置の
影響を定量的に検証することを目的としている。
本論文では、まず相続税及び固定資産税に係る宅地並み課税関係の税制を整理した上で、
両税に係る宅地並み課税の軽減措置の影響を計測するための資本コストを定式化した。
次に、住宅金融公庫のデータを集計することにより、 92年度に埼玉県、千葉県、神奈川
県で住宅金融公庫から融資を受けて、農地を転用し貸家を建設した者のプロフィール及び
貸家の状況を明らかにした。主要なデータをみると、平均年収が1，328.1万円、 1棟当たり
敷地面積1，176.19m2、I棟の平均戸数17.3戸、 l戸当たり平均専有面積57.78m2、建築費2
億6，418万円などとなっている。
以上で求めた式とデータから宅地化する農地に宅地並み課税の軽減措置を受けずに貸家
を建設する場合(基準ケース)の資本コストと軽減措置を受けて貸家を建設する場合(特
例ケ~ス)の資本コストの双方を計測した。なお、データの制約から実際の計測に当たっ
ては相続税に係る軽減措置は無視し、固定資産税に係る軽減措置のみを対象としている。
計測結果をみると、基準ケースの資本コストが0.00826、特例ケースの資本コストが
0.00697であり、特例ケースは基準ケースより15.6%低下している。このことから、固定資
産税の軽減措置は資本コストに一定の影響を及ぼしているといえる。
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1 はじめに
(1)研究の目的と背景
経済企画庁(1993)は、 191'"'-'92年の貸家建設に
ついて次のように記述している。
貸家については、民間、公庫とも91年末から
92年の前半にかけて比較的高い伸びを示し、
(中略)着工戸数の回復の原動力となった。
これは、生産緑地法改正に伴う税制改正によ
り、三大都市圏の市街化区域内農地において
宅地転用が進み、貸家建設が増加している影
響が大きい。貸家建設増加に占める三大都市
圏の寄与度が92年に入ってから急速に高まっ
ており、 92年の貸家建設増加数の約94%を占
めているのはこのためである。また、公庫へ
の賃貸住宅建設資金申込も急増したが、これ
も生産緑地法改正の影響によるものとみられ
る。
この記述に関し、建設省「建築統計年報Jから
は次のことがわかる。貸家の新設住宅着工戸数の
対前年度増減率は、 1991年度は24.1%減、 92年度
は18.0%増、 93年度は5.1%減となっているが、特
に住宅金融公庫から融資を受けたものについては
91年度は26.0%増、92年度は108.7%増、93年度は
40.1%増と増加が著しい。また、三大都市圏(本
稿では、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛
知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
をいう)における貸家の新設住宅着工戸数の対前
年度増減率は、 91年度19.6%減、 92年度22.9%増、
93年度11.7%減と、全国ベースのデータに比べて
92年度の増加率が大きくなっている。また、このう
ち住宅金融公庫から融資を受けたものについては
91年度29.3%増、92年度130.9%増、 93年度30.4%
増と三大都市圏全体のデ タに比べ増加率が著し
く高く、また全国ベースのデータに比べ91、92年
度の増加率が大きくなっている。なお、 92年度の
貸家新設住宅着工戸数でみて、全国ベースで個人
建築主によるものは76.3%と大宗を占めており、
また三大都市圏のうち首都圏(本稿では埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県をいう)の割合は66.3%
と過半を占める。
また、建設省住宅局「民間住宅建設資金実態調
査Jから、特に大都市地域で農家による貸家建設
のシェアが91'"'-'92年に高まったことが確認でき
る。すなわち、各年に貸家を新築した個人建築主
のうち個人業主(農林漁業)の割合は、 90年には
全国で18.4%、大都市地域(同調査では埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、三
重県、岐阜県、大阪府、兵庫県、和歌山県、滋賀
県、京都府、奈良県)で11.6%、うち南関東で
11. 7%、その他地域で24.4%であったが、 91年に
は全国で31.4%、大都市地域で22.6%、うち南関
東で15.2%、その他地域で39.0%、92年には全国
で30.9%、大都市地域で29.1%、うち南関東で
31.6%、その他地域で32.4%と増加している。特
に、 92年の大都市地域、とりわけ南関東の増加が
著しい。 93年になると、全国で23.7%、大都市地
域で15.0%、うち南関東で4.7%、その他地域で
29.0%となり、大都市地域特に南関東で大きく減
少している。
以上から、 92年度に三大都市圏で貸家建設が大
幅に増加したこと、また92年に大都市地域で農家
による貸家建設のシェアが著しく増加したことが
確認できた。しかし、これらのデータでは、経済
企画庁(193)のいう税制改正(宅地並み課税とそ
の土地に貸家を建築した場合の軽減措置)がどの
ようなメカニズムで貸家建設に影響しているのか
はわからない。そこで、本稿は、貸家建設に対す
る宅地並み課税の軽減措置の影響を定量的に検証
することを目的とする。その手法として、本稿で
は、倉橋(l998a)において定式化した計算式中の貸
家の資本コストを一部変更し、その変化を計測す
ることにより行うものとする。その際、資本コス
トを計測する時期としては、三大都市圏で貸家建
設が大幅に増加した92年度を、また資金別の種類
としては、着工戸数の増加が著しかった住宅金融
公庫から融資を受けた貸家をとるものとする。地
域としては、貸家着工戸数で三大都市圏の過半を
占めているのは首都圏であるが、首都圏全体を対
象とすることは妥当ではない。後述するように、
資本コストの計算の過程で土地に係る固定資産税
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の実効税率を用いることとなるが、同実効税率は
都道府県単位でのみ求められるものであり、首都
圏全体で考えると東京都心部の商業地の状況に大
きく影響を受けた東京都のデータが含まれる。し
かし、本稿で対象とする宅地並み課税と関連する
貸家建設は、むしろ市街化区域内農地のみられる
郊外部で多いと考えられる。したがって、東京都
はあえて計算から除き埼玉県、千葉県、神奈川県
の三県を対象地域とした。
(2)本稿の構成
本稿の構成は次のとおりである。
まず、 r2.宅地並み課税の軽減措置分析のため
の資本コストの定式化」では、関係する税制改正
を整理した後、倉橋(1998a)の資本コストを一部変
更し、宅地並み課税の軽減措置の影響を分析する
ための資本コストの定式化を行う。
次に、 r3.貸家を建設した者のプロフィール及
び、貸家の状況』では、 92年度に首都圏で住宅金融
公庫から融資を受けて貸家を建設した農家のプロ
フィール及び、貸家の状況を明らかにし、資本コス
トの計測に必要なデータを収集する。
さらに、 r4.資本コストの計測Jでは、実際に
資本コストを計測し、宅地並み課税の影響を検証
する。
最後に r5.おわりにJにおいて、研究全体を
総括するとともに、今後の研究上の課題について
言及する。
2.宅地並み課税の軽減措置分析のための
資本コス卜の定式化
(1)関係税制改正の整理
ここでは、奥村(1991)、窪野(1994)により、相
続税及び固定資産税について宅地並み課税関係の
税制改正を整理する。
1)従来の特定市街化区域内農地に係る税制
1991年度税制改正以前の三大都市圏の特定市の
市街化区域内農地(特定市街化区域内農地)に係
る税制には次のようなしくみが存在していた。
・農地を相続により取得し、引き続き農業を営ん
でいく場合には、相続した農地に課税される相
続税のうち、農業投資価格を超える部分にかけ
られた相続税を猶予する。そして20年間農業を
継続した場合には、猶予された税金は免除され
る(相続税の納税猶予制度、全国的な制度であ
る)。
・三大都市圏の特定市の市街化区域で10年以上農
業を継続して営んでいく農地の固定資産税は、
宅地並みではなく一般農地並みの課税にする。
5年ごとに農業を継続している事実を市長が確
認すれば継続して適用が受けられ、適用から10
年たてば、都道府県知事への届け出だけで転用
できる。農地面積が合計で990m2以上であるこ
とが必要である(長期営農継続制度)。生産緑地
があまり活用きれなかったのに対し、本制度は
広く活用され、 1988年度では全体の84%が長期
営農継続農地であった。
2)税制改正後の特定市街化区域内農地のうち「宅
地化する農地Jに係る税制
特定市街化区域内農地については、 1992年末ま
でに、「宅地化する農地Jと「保全する農地j のい
ずれかを選択することとなったが、このうち「宅
地化する農地」についての上述の税制は以下のと
おり変更される。
-相続税の納税猶予制度の特例の適用は、 ‘定の
経過措置を講じた上で1991年度末で廃止され
た0
・長期営農継続制度は1991年度末で廃止され、
1992年度から原則的に宅地並み課税となった。
なお、新しく宅地並み課税となる農地には、激
変緩和のために従来から行われていた負担調整
はそのまま適用される(課税標準となるべき価
格の2分の lの額に初年度0.2、2年度0.4、3
年度0.6、4年度0.8を乗じて得た額を課税標準
となるべき額とする)。なお、後述する10分の9
の額の減額が行われる場合には、 0.2，0.4等の
係数は乗ぜられない。
3)宅地化する農地に一定の賃貸住宅を建設した場
合の特例
2)に対し、宅地化する農地に一定の賃貸住宅を
建設する等の場合には、次のような措置がとられ
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た。
・特定市街化区域内農地を1985年1月l目前に相
続した相続人が、 1992年1月1日から1994年12
月31日までの間に所轄の税務署長の承認を受け
て一定の賃貸住宅を建設する等を伴う転用をし
た場合、相続税の猶予納税額の全部又は一部を
納めなければならない譲渡にはあたらないとさ
れる。ただし、 1991年1月l日の時点、で市街化
区域内農地でなければならない。
土地の所有者自らが経営する賃貸住宅の場合
地上3階以上の中高層耐火建築物
住宅の独立部分が15以上、あるいは住宅の
床面積合計が1000m2以上
独立部分の床面積が125m2以下55m2以上
独立部分の取得価格(建設価格も含む)が
3. 3m2当たり75万円以下(耐火構造は80万
円以下)であること
共同住宅の新築にあたり住宅金融公庫、あ
るいは農業協同組合又は連合会の融資を受
けること、又は住宅・都市整備公団の建設
した共同住宅を取得すること
1994年12月31日までに建設に着手すること
等の要件が存在している
-開発許可、地区計画により計画的な宅地化を行
う場合には、 1992年度"'-'94年度の間特定市街化
区域内農地の宅地並みの固定資産税のうち10分
の9の額について納税義務の免除又は減額す
る。仮に農地として92年度に確認を受け9/10に
つき納税義務が免除された場合には、 93、94年
度は宅地であってもこの措置が適用され固定資
産税が減額される。また、この措置が適用され
る場合には、後述の「優良な宅地に転用し、 lそ
の上に」定の賃貸住宅を建設した場合j の土地
に係る減額措置は 95年度から適用される。
-特定市街化区域内農地の基盤整備を行い「建設
大臣の定める基準J に適合する優良な宅地に転
用し、その上に一定の賃貸住宅を建設した場合
を減額する。土地については1992年 l月1
日から94年12月31日までに新築すると 5年
間は3分の2の額を減額、 1995年1月1日
から99年12月31日までに新築すると 3年聞
は3分の2の額を減額する
なお、小規模住宅用地については次の措置があ
るが、これは後述するようにかなり一般的なもの
となっているので本稿では特例としては扱わな
，， ~o 
-住宅用地に係る固定資産税の課税標準は1992年
当時戸当たり200m2未満の場合には特例として
価格の1/4とされていた(小規模住宅用地の特
例。なお、 200m2以上の住宅用地一一般住宅用
地ーの場合は価格の1/2であった)。
また、本稿では都市計画税は税率が低いこと、
また式が繁雑になるのを防ぐ趣旨から無視するこ
ととした。
(2)相続税を明示的に取り入れた貸家の資本コ
ス卜
資本コストは、従来、設備投資の場合について
「その企業の現在の株主にとって有利(profitable)
な、新規投資の収益率の最低の限界J(岩田他、
1973)と定義されていた。岩田他(l987a)は、住宅
投資の資本コストを「限界的な住宅投資を 1単位
行った場合の税引き後限界収益の現在価値が、税
負担の軽減効果を考慮した投資費用と等しくなる
時の(経済的償却率を除く)ネットでの税引き前の
限界収益率J と定義したが、この定義は設備投資
に係る岩田他(1973)の定義と同様のものである。
倉橋(l998a)は、この定義に基づき相続税を
明示的に取り入れた貸家の資本コストを定式化し
たが、それは以下のとおりである。
C=(r-P)(( 1 -myDn-hK)/( 1 -my)+wWc/ 
(r-α1)+( 1 -w)Wc‘/(rα2))-wd 
ここで、
には C 資本コスト
家屋については、4階以上の中高層耐火建 r 将来のキャッシュフローの割引率
築物の貸家住宅である場合は、最初の5年 P 投資全体に係る貸家収益の上昇率(資産劣
聞は4分の3、次の5年間は3分の2の額 化による家賃の相対的下落効果を含む)
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ffiy 限界所得税率及び限界住民税率の和
Dn 償却額
h 総資産(土地・家屋及びその他の財産)に
係る相続税の限界税率
K 貸家建設による相続税の課税価格の減少
額
w 資金のうち家屋に費やされた金額の割合
Wc 市場価格と評価額の差を調整した家屋に
係る固定資産税等の実効税率
α 固定資産税等(家屋)の上昇率
Wc‘:市場価格と評価額の差を調整した土地に
係る固定資産税等の実効税率
α 固定資産税等(土地)の上昇率
である。また、 Dnlこついては
Dnニ S~ (kaw)e-(川酬dt+S;awe-叫ーl)e-(肘r什叫+
とした。
ここで
k 新築貸家の割増償却率
a 法定償却率
n 割増償却をした場合の耐周年数(残存価額
を5%として計算)
である。
また、 alこついては定率法を前提にして考え、
a =1-0.11/1とした。
ここでLは法定耐周年数である。
本稿は以上の資本コストを一部変更し、宅地並
み課税について分析しようとするものである。そ
の際、「宅地化する農地」に3)の特例を受けずに貸
家を建設する場合(本稿で「基準ケ スJという)
の資本コストと特例を受けて貸家を建設する場合
(本稿で「特例ケ ス」という)の資本コストを
計測し、2つのケースの比較により、特例の効果を
みるものとする。
(3)相続税についての考察
倉橋(I998a)の資本コストは、貸家の建設に
より相続税が軽減されるものであったが、基準ケ
スの場合には逆に猶予されていた相続税が利子
税とともに課税される。
国税庁資産税課長(196)によれば、納税猶予額
は通常(相続税の2割加算の適用や税額控除の適
用のない場合)は次のとおりである。
(通常の相続税の総額)一(特例相続税の総額)
通常の相続税の総額とは、農地を通常の評価額で
計算した場合の相続税の総額のことであり、特例
相続税の総額とは、農地を農業投資価格による価
額で評価した場合の相続税の総額のことである。
なお、市街地農地(市街化区域内農地等)の通常
の評価額とは、原則として農地を宅地であるとし
た場合の価額から、その農地を宅地に転用すると
した場合に通常必要と認められる造成費にあたる
一定の金額を差し引いた金額のことである。
今、通常の相続税の総額を弘、特例相続税の総
額をB2 とすると、納税猶予額はB1-B2 となり、
これを払とする。
一方、特例農地等を農地等以外へ転用した場合
には、猶予された相続税額の全部を納付しなけれ
ばならない。その場合、納付する相続税額につい
ては、相続税の申告期限の翌日から納期限までの
期間の月数に応じ、年6.6%の割合で利子税がかか
る。この場合の利子税は次のとおりである。
(B3Xyx6. 6%) /12 
ここで、yは相続税の申告期限の翌日から納期限ま
での期間の月数である。
したがって、基準ケースの場合に納付しなけれ
ばならない相続税猶予分及び利子税は
B3+(B3 Xy X 6.6%) /12 となる。
一方、特例ケースの場合には、転用はなかった
ものとされ、この納付が不要となる。
(4)固定資産税に係る考察
92年度から農地として宅地並み課税の対象とな
り、同時に計画的な宅地化のための手続きを開始
し基盤整備及び一定の貸家住宅の新築に着手し、
93年度から貸家の営業を行う場合の、固定資産税
の減額措置適用後の納税額は以下のとおりであ
る。なお、価格とは家屋、土地(宅地としてのも
の)の固定資産評価額のことである。
家屋
92 0 (92年度に着工するため)
93 価格×税率X1/4 
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94 向上
95 向上
96 向上
97 同上
98 価格×税率x1/3 
99 同上
2000 同上
01 向上
02 向上
03 価格×税率
04以降 同上
土地
92 (価格一造成費用) x 1/2 x税率x1/10 
93 価格x1/4x税率x1/10 
94 向上
95 価格x1/4x税率x1/3 
96 同上
97 向上
98 向上
99 向上
2000 価格x1/4x税率
01以降 向上
しかしながら、以上の納税の状況は複雑である
ので、定式化にあたっては、 92年度の着工と同時
に竣工し、かっその年度から通常の宅地及び住宅
として固定資産税の課税の対象となるとする簡略
化を行う。こうした考え方は既存研究も同様であ
る。こうした簡略化を経ても、宅地並み課税の対
象となって農地を転用して貸家を新築する場合に
適用される減額措置(家屋については3/4又は2/3
減額、土地については9/10又は2/3減額)の効果は、
適用される年数が変わるわけではないので、大き
く影響を受けることはないものとみられる。これ
により家屋、土地に係る固定資産税の納税額は以
下のとおりとなる。
92 
93 
家屋
価格×税率x1/4 
向上
94 同上
95 同上
96 同上
97 価格×税率x1/3 
98 向上
99 同上
2000 向上
01 向上
02 価格×税率
03以降 向上
土地
92 価格Xl/4x税率x1/10 
93 同上
94 同上
95 価格x1/4x税率x1/3 
96 同上
97 同上
98 同上
99 同上
2000 価格x1/4x税率
01以降 向上
今、資金のうち家屋に費やされた金額の割合を
w、土地に費やされた金額の割合を l-wとする。
なお、本稿では、土地を売却し他の投資先に投資
することができたにもかかわらず土地を貸家の敷
地として固定しているという意味で、土地の市場
価格を土地に費やされた金額と考えて資金に含め
るものとする。また、固定資産評価額は3年に l
回見直されてそれに基づいて課税が行われるが、
本稿ではならして負担の年平均上昇率を求めるも
のとする。
減額措置を除いた家屋に係る固定資産税の割引
現在価値は、実効税率をWc、固定資産税(家屋)
の上昇率をα1とすると、
S~wWc e-(' 州 dtと定式化できる。
また、減額措置分は、
S~wWce-(ト州.(3/4)dt+ S:owWc e一(，一山.(2/3) dt 
となり、これをFとする。
一方、土地については後述するように小規模住
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宅用地の特例を受けている住宅用地の方が多いの
で、これを特別な減額措置として考えることは妥
当ではない。小規模住宅用地の特例以外の減額措
置を除いた、土地に係る固定資産税の割引現在価
値は実効税率をWc¥固定資産税(土地)の上昇
率をαzとすると、
f:( 1 -w)Wc 'e-(ー，)1dtと定式化できる。
また、減額措置分は、
n( 1 -w)Wc‘e-(r州.(9/1O)dt 
+ f~ (l -w)Wc‘e一(r州・ (2/3)dt 
となり、これをGとする。
(5)償却に係る軽減効果の考察
窪野(1994)によれば、 92年度の新築貸家住宅の
割増償却率kは次のとおりである。
市街化区域で新築される一定の貸家住宅
l. 2 (新築時の耐用年数が45年以上のものは
l. 34) 
三大都市圏の一定の地域で新築される優良貸家共
同住宅(家賃が建設大臣の定める方法により計算
された額を超えない、かっ一定の公的資金の融資
を受けた等の条件を満たす住宅)
l. 5 (新築時の耐周年数が45年以上のものはl.7) 
本稿では割増償却の効果が最も大きく生ずる
1.7を用いるものとする。
なお、償却額Dnとしては、倉橋(1998a)と同じ
Dn=n(kaw)e一{川a)ldt+ f;awe-5a (k-l)e-(山 )Idt
を用いるものとする。 a(=1 -0.11/うは法定償却率
である。また、その際のn (割増償却をした場合
の耐周年数)については、倉橋(1998a) と同じ
く
n=-(1/a)logO.05+5-5kとする。
(6)軽減効果考察のための資本コストの定式化
軽減効果考察のための資本コストは、貸家の税
引き後の限界収益の現在価値と、税負担の軽減効
果を考慮した投資費用が等しいとおくことによっ
て求められる。税引き後の限界収益は(4)におけ
る固定資産税に係る考察も踏まえると
f;(l-my)((C+wd)e-(r一向l-wWce-(rα，)1 
一(l-w)Wc‘e-(r-a')I)dt..・H ・...…..・H ・(l)
である。ただし、倉橋(1998a)では、 Wc、Wc‘は
都市計画税も含めていたが、本稿では先述したよ
うに固定資産税に限っている。
一方、税負担の軽減効果を考慮した投資費用は
l-myDn-F-G-(B3+(B3Xyx6. 6%)/12) (2) 
myDnは(5)において求めた償却に係る軽減効
果、 F及びGは(4)において求めた固定資産税に係
る軽減効果、 B3+(B3X Y X 6.6%) /12は(3)におい
て求めた相続税に係る軽減効果である。
(l)と (2)が等しいとおくことにより、
(l-my)(C+wd)/(r-P)一(l-my)wWcI(r一α1)
一(1-my)(1-w)Wcγ(r-α2) 
= l-myDn-F-G-(B3+(B3XyX6. 6%)/12) 
これを解いて、本稿の資本コストとして
C=(r-P)((I-myDn-F-G-(B3+(B3XyX 
6.6%)/12))/(l-my)+wWc/(r一α1)
+(l-w)Wc '/(rα2))-wd 
が求められる。
3.貸家を建設した者のプロフィール及び
貸家の状況
ここでは92年度に埼玉県、千葉県、神奈川県で
住宅金融公庫から融資を受けて農地を転用し貸家
を建設した者のプロフイール及び貸家の状況を明
らかにし、資本コストの計測に必要なデータを収
集する。
住宅金融公庫は従来「公庫融資民間賃貸住宅調
査報告事業主体編Jを毎年刊行し、住宅金融公庫
から融資を受けた貸家の敷地面積、建築費、貸家
建築主の年齢、月収、公庫借入金、自己負担金等
の平均値を公表していた。しかし、同調査報告は
91年度を最後に刊行されていない。そこで本稿で
は、住宅金融公庫から融資を受けた農地転用賃貸
住宅の92年度申し込み分データ(以下、「住宅金融
公庫データ」という)を独自に集計することによ
り、建築主のプロフイール及び貸家の状況を示す。
集計に当たっては、申し込み辞退者を除いたほか、
貸家建築主が貸家所在地と同ーの市区内に居住し
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ていない場合も除外した。さらに、一棟の融資に
ついて建築主が複数ある場合(共有の場合)には、
年収の最も多い建築主で代表させた。この結果、
サンプル数は埼玉県552、千葉県179、神奈川県339、
合計で1070となった。なお、住宅金融公庫デ タ
からの集計で不明な項目は、後述するように他の
資料を用いて推計した。
(1)建築主の職種、年齢、扶養家族、年収、
限界所得税率、限界住民税率
建築主の職種について、住宅金融公庫デ タの
サンプルの過半を占める埼玉県について集計する
と、「農林漁業主J52.9%、「会社員、公務員等J
22.5%、「会社、団体の役員J r商工等営業主、自
由業Jrその他」の合計が24.6%であった。住宅金
融公庫データの「会社、団体の役員Jr商工等営業
主、自由業Jrその他」は後述する「貯蓄動向調
査Jの一般世帯に該当するものと思われる。これ
によれば、農林漁業主の比率が最も高いが、東京
近郊の農家であるので実際には兼業農家が多数で
あると思われる。そこで、本稿では、建築主は農
林漁業主の次に多い自営業主等の一般世帯である
と仮定する。
次に建築主の年齢について、サンプルの過半を
占める埼玉県について集計すると、 60才以上が
55.6%、50才代が20.7%、50才未満が23.7%で
あった。このデータから平均は60才前後と考えら
れる。
扶養家族については、全国を対象としたもので
はあるが、厚生省人口問題研究所「昭和60年度家
族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的
調査J(1986)から、ライフコースによる男子世帯
主の年齢(農林漁業関係)に係るデータを利用す
る。調査時点、が85年度であるため、 45'""54才の年
齢階級をみると、第l子出生年齢は26.8才、第2子
出生年齢は29.8才、第3子出生年齢は31.0才であ
る。したがって、父親が60才になる時には、仮に
第3子まであったとしても、いずれも独立してい
ると考えられる。このため、本稿では、世帯主が
配偶者のみ扶養している場合について検討する。
年収について住宅金融公庫デ タから集計する
と、埼玉県、千葉県、神奈川県合計で平均1328.1 
万円であった。住宅金融公庫データでは、この年
収が農業所得か農外所得(他の事業所得、譲渡所
得等)かは不明である。本稿では、すべて農業所
得以外の事業所得と仮定し、建築主は農産物を自
家消費しているものと考えることとする。また、
住宅金融公庫デ タの年収は91年分であるので、
これに総務庁統計局「貯蓄動向調査」における一
般世帯(同調査における一般世帯とは、商人及び
職人、個人経営者、法人経営者、自由業者、議員
等を職業とする世帯である)の平均年間収入の仲
びを乗じ、 92年の年収を推計すると1375.9万円で
あった。
次にこの年収から限界所得税率及び限界住民税
率を推計する。まず、人的控除を差し引く前の所
得を推計する必要がある。本稿では、必要経費率
を3割と仮定し、所得を961.3万円とした。
人的控除は、所得税については生命保険料控除
(5万円と仮定)、損害保険料控除(1.5万円と仮
定)、社会保険料控除(後述)、配偶者控除 (35万
円と仮定)、配偶者特別控除 (35万円と仮定)、基
礎控除 (35万円)とした。また、住民税について
は、一般の生命保険料控除 (3.5万円と仮定)、損
害保険料控除(I万円と仮定)、社会保険料控除(後
述)、配偶者控除(31万円と仮定)、配偶者特別控除
(31万円と仮定)、基礎控除 (31万円)とした。
事業所得世帯に係る社会保険料控除については
利用可能なデータがないので、世帯主及び配偶者
は国民健康保険及び国民年金保険に加入してお
り、国民年金基金、農業者年金基金には加入して
いないものとして推計した。まず、国民健康保険
については、 92年度社会保険収支(決算)(総理府
社会保障制度審議会事務局編「平成6年版社会保
障統計年報J)から、被保険者 l人当たりの保険料
は6.75万円であった。世帯が世帯主と配偶者から
成るとすると、6.75x 2= 13. 5万円である。一方、国
民年金保険については、平成3年版厚生白書によ
れば、 92年4月の第l号被保険者(自営業者)の
保険料は l人当たり月9，700円であった。したがっ
て、本稿では、世帯主本人及び配偶者について年
額を計算し、 9，700円x2 xI2=23.3万円であっ
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た。したがって、社会保険料控除は36.8万円とな
る。
なお、倉橋(l998b)では、事業所得世帯の社
会保障負担の年収に対する割合を推計して、その
額を求めていたが、1)国民健康保険では応能負担
(所得割等)のみならず応益負担(均等割等)の
部分もあり定額的要素もあること、2)国民年金保
険の第 l号被保険者(自営業者)の保険料は全く
定額であることから、本稿では負担は所得により
変動せず l人当たり定額であることを前提として
推計を行った。
課税所得については、所得税については813.0万
円、住民税については827.0万円である。これにみ
あう限界税率は、所得税については30%、県民税
については4%、市民税については11%であり、
合計で45%であった。なお、住民税は当年度の所
得について翌年度に課税されるので、本来は限界
税率をそのまま用いることは問題もあるが、本稿
では所得税及び住民税に係る式が繁雑になること
を避けるため、当年度に課税されることとしてあ
えて合計した。この点は既存の研究例えば岩田他
(l987a)及び岩田他(l987b)も同様である。
(2)相続税の納税猶予等
本稿において、 2(1) 3)で述べた相続税に係る特
例一特定市街化区域内農地を1985年1月I目前に
相続した相続人が1992年l月1日から1994年12月
31日までの聞に所轄の税務署長の承認を受けて一
定の賃貸住宅を建設する等を伴う転用をした場
合、相続税の猶予納税額の全部又は一部を納めな
ければならない譲渡にはあたらないとされる、た
だし1991年l月1日の時点で市街化区域農地でな
ければならないーを受けずに農地を転用し貸家を
建設する場合u基準ケースJ) と特例を受けて貸
家を建設する場合 u特例ケースJ)の資本コスト
の上での差を計測することを目的として、 2(3)に
おいてその差をB3+(B3X Y X 6.6%) /12と定式化し
たところである。なお、 B3は納税猶予額、 yは相
続税の申告期限の翌日から納期までの期間の月数
である。
しかしながら、埼玉県、千葉県、神奈川県にお
???
いてこの特例を受けた者に係る相続税の納税猶予
額のデータ及びその基礎となる1985年1月l目前
の相続の際の相続人数、資産等に係るデ タの収
集は現時点では困難であった。このため、本稿で
は、やむをえず定式化された差の計測を見送り、
相続税の特例による影響の検証は今後の課題とす
るものとする。
(3)貸家の規模及び経済的償却率
住宅金融公庫データによれば、埼玉県、千葉県、
神奈川県合計の l棟当たり敷地面積は1176.19
m'、l棟の平均戸数は17.3戸、 l戸当たりの平均
専有面積は57.78m'であった。本稿ではこれらの
数値を用いて以後推計を行う。
家屋の構造タイプは、住宅金融公庫が融資する
農地転用住宅の場合、鉄筋コンクリート造又は鉄
骨鉄筋コンクリ ト造である。本稿では鉄筋コン
クリート造と仮定する。
経済的償却率については、岩田他(l987a)及
び岩田他(I987b)では、「建物の場合には、機械、
設備と比べて技術進歩や相対価格の変化の影響に
よる陳腐化の影響を受けにくいと考えられるJた
め、家屋については法定減価償却率が経済的償却
率に等しいと仮定している。本稿でも、この仮定
を踏襲する。住宅用の鉄筋コンクリート造の建物
の法定減価償却率は、大蔵省「減価償却資産の耐
用年数等に関する省令Jによれば定率法では0.038
である。したがって、本稿では経済的償却率を
0.038とした。
(4)貸家の敷地の時価、建築費
本稿では先述したように貸家の敷地の時価も資
金に含めて考えているが、資金のうち家屋に費や
された金額の割合を求める必要があり、そのため
貸家の敷地の時価と建築費のデータを収集する。
住宅金融公庫から融資を受けて建築された貸家
の敷地価額については直接的なデータはない。そ
こで本稿では、経済企画庁編「平成6年版国民経
済計算年報j 及び自治省税務局固定資産税課・資
産評価室「平成5年度固定資産の価格等の概要調
書J(土地)(都道府県別表)のデータから推計す
112 総合都市研究第67号 1998
る。前者によれば、 92暦年末の宅地(民有地)の
資産額は、埼玉県、千葉県、神奈川県3県合計で
3，098，148億円、後者によれば93年1月1日時点で
評価総地積中埼玉県、千葉県、神奈川県の宅地面
積は1，727，840，266nn2であった。したがって、宅
地1nn2当たりの価格は17.931万円/nn2であった。
敷地面積は1176.19nn2で、あるので、敷地価額は
21090万円である。
建築費は住宅金融公庫デ タから26418万円で
あるので、資金のうち家屋に費やされた金額の割
合は
26418/(26418+21090)=0.556 
より55.6%である。
(5)資金の調達方法、借入金等の金利
土地代については、もともと所有地であると考
えると資金の調達は不要である。ただし、土地に
投資していることの機会費用は考える必要はある
ので、土地代相当分の手持金を支出したと考える
こととする。
一方、住宅金融公庫デ タにより建築費の内訳
をみると、住宅金融公庫資金が75.4%(うち基本
融資額68.7%、特別加算額6.7%)、手持金が1.8%、
その他借入金が22.8%である。なお、データに
1.5%程度の誤差があり、住宅金融公庫資金、手持
金、その他借入金の合計と建築費とは完全には一
致していない。前述の建築費の内訳は実際には各
資金の合計金額について求めたものである。
また、金利については、 92年度中の各月末の金
利を単純平均すると、住宅金融公庫資金基本融資
額分が4.3%、特別加算額分が約5.238%であった
(住宅金融公庫「平成4年版住宅金融公庫年報」、
住宅金融公庫資料により計算)。一方、その他借入
金を民間金融機関からの借入金ととらえると、ア
ノtー トローンの金利は実務では長期プライムレ
ト+1%程度とされている(某銀行からのヒアリ
ング)ので、 92年度中の各月末の長期プライムレ
ートの平均値5.71%に1%を加え、 6.71%と仮定
した(各月末長期プライムレ トは日本銀行調査
統計局「平成4年経済統計年報J、『平成5年経済
統計年報Jによる)。さらに、土地代相当額も含め
手持金については、もし他の資産に投資すれば利
益が生ずることから機会費用を考えるべきであ
る。手持金に係る金利として本稿では、東証上場
国債(10年物指標銘柄)利回りをとった。 92年度
中各月末の同利回りの平均値は4.795%である(各
月末の利回りは日本銀行調査統計局、前掲書によ
る)。
(6)貸家の収益見込み
租税以外の投資全体に係る貸家収益を主な収
入・支出項目によって示すと次のようになる。
(家賃収入+敷金運用益)x (I 空室率)
十管理費収入x(1一空室率)
一管理費支出修理費支出
公庫貸家融資においては、礼金及び更新料の徴
収が禁止されているので、これらは含まれていな
" }o 
本稿では、敷金運用益、管理費収入、管理費支
出、修理費支出は家賃と比例的に変動すると仮定
し、また空室率についても建築前においては建築
主は最適規模を選択しゼロであると仮定する。以
上から、投資全体に係る貸家収益は家賃と比例的
に変動する。
民間賃貸住宅推進研究会(1993)では、 1965年以
降建築の l戸建て以外の貸家の経営者にアンケー
トを行っているが、それによれば継続入居者の年
当たり家賃改定率は約1.7%であった。本稿で想定
している貸家は平均専有面積57.78nn2であり、い
わゆるファミリータイプのものになるので、入居
者の入れ代わりは激しくなししたがって継続家
賃の上昇率で考えた方が妥当である。したがって、
家賃の年平均上昇率 (=租税以外の投資全体に係
る貸家収益の年平均上昇率)を1.7%とする。なお、
この1.7%には貸家収益に係る資産劣化による家
賃の相対的下落効果が含まれている。
(7)貸家に係る固定資産税負担
本稿では固定資産税負担について推計するが、
都市計画税負担については式が繁雑になるのを防
ぐため、とりあげないこととする。固定資産税の
課税の基準となる固定資産評価額は3年に l回見
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直され、それに基づいて課税が行われるが、本稿
ではならして負担の年平均上昇率を求めることと
している。
まず、土地に係る固定資産税の実効税率は次の
ように推計した。 92暦年末の埼玉県、千葉県、神
奈川県の民有地資産額は3，098，148億円であった
(経済企画庁編「平成6年版国民経済計算年報j
による)。一方、自治省税務局「平成4年度市町村
税徴収実績調」によれば、埼玉県、千葉県、神奈
川県の固定資産税の現年課税分の収入済額は
49，239，782.9万円であった。実効税率は、この収
入済み額を民有地資産額で割ったものになり、
0.159%である。なお、 2(1) 3)で述べたように、住
宅用地に係る闘定資産税の課税標準は1992年当時
敷地が戸当り200mz未満の場合(小規模住宅用地)
には特例として価格の1(4とされていた。自治省税
務局固定資産税課・資産調査室「平成4年度固定資
産の価格等の概要調書J(土地)(都道府県別表)
によれば、 1992年度では埼玉県、千葉県、神奈川
県において小規模住宅用地の割合が評価総筆数で
全住宅用地の73.2%に達していることから、本稿
では実効税率0.159%は小規模住宅用地に係る特
例を含むものと解釈する。
土地に係る固定資産税の負担の年平均上昇率と
して、まず埼玉県、千葉県、神奈川県の固定資産
税の現年課税分の収入済み額の92年度分を91年度
分で除して増加率を求めると13.4%であった。し
かし、これはバブルの影響及び91年度税制改正で
固定資産の評価額の水準を引き上げるとされたこ
との影響を受けており、過大となっていると考え
られる。このため、本稿では長期的に妥当な、土地
に係る固定資産税の年平均上昇率として、 94年度
の名目国内総生産が93年度のそれに対し2.1%の
上昇になっていることに鑑み、 2%と仮定した。
次に家屋に固定資産税を課す場合の評価額とな
る固定資産評価額の決定において基準となるのが
自治省「固定資産評価基準j である。損耗がない
場合家屋の評価額は再建築費と自治省の定める経
年減点補正率が基準になり決定される。経年減点
補正率表によれば、経過年数l年(建築の日が1
月I日でない限り直ちに l年となる)の経年減点
補正率は非木造の住宅、アパート用建物で鉄骨鉄
筋コンクリート造、鉄筋コンクリ ト造の場合0.9
となっている。これに税率(固定資産税の標準税
率1.4%)が乗ぜられるため、実効税率は鉄筋コン
クリート造の場合1.26%となる。
建築後の固定資産の評価の推移を推計する上
で、建築費の上昇率が必要である。建設省建設経
済局調査情報課編「建設統計月報Jにより鉄筋コ
ンクリート造住宅の建築工事費デフレーター
(1985年度=100)をみると、 92年度は91年度に対
し2.5%の上昇であり、本稿ではこの数値を建築費
の上昇率として用いる。この建築費の上昇率と経
年減点補正率の変化から固定資産の毎年の平均
(幾何平均)の減価率を求めた。それによると、
鉄筋コンクリート造アパート用建物の70年までの
年平均減価率は-0.29%となり、建築費の上昇率
の影響の方が大きいので、固定資産評価額は土昇
していく。なお、年数は「経年減点補正率基準表J
にあるかぎりのものである。これに基づいて、家
屋に係る聞定資産税負担額の年平均上昇率は
0.29%とした。
(8)貸家に係る登録免許税、不動産取得税、
事業税、消費税
貸家について登録免許税、不動産取得税が課せ
られるが、本稿は宅地並み課税の影響を検討する
ことを目的とするものであり、式が繁雑になるの
を防ぐため、この2つの税については捨象した
(Iwata et. al. (198)においても、登録免許税、
不動産取得税を捨象している)。
また、事業税については貸室が15室以上になる
と課せられる(奥村(1996))が、 I棟当たり戸数
は(3)で述べたようにこれを上回っているので事
業税が課税される。また、消費税についても家賃
には課税されないが、建築費に課税される。しか
し、これらの税についても宅地並み課税と直接に
は関係しないので、本稿では捨象した。
4.資本コストの計測
(1)数値の確定
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r 3.貸家を建設した者のプロフィ ル及び貸家
の状況」において収集したデータをもとに、 r2. 
宅地並み課税の軽減措置分析のための資本コスト
の定式化J における資本コスト中相続税に係る部
分を除いたもの
C=(r-P)((l-myDn-F-G)/(l-my) 
+wWcI(rα1)+(卜 w)Wc‘/(r-α2))-wd
の各数値を確定する。
p (資産劣化による家賃の相対的下落効果を含
む、投資全体に係る貸家収益の上昇率)は3(6)で
述べたように0.017である。
my (限界所得税率及び限界住民税率の合計)は
3 (1)で述べたように0.45である。
r (将来のキャッシュフロ の割引率)について
は、岩田他(l987a)では、家計部門が借入れに
よって、貸家を建設する場合の割引率を(l-my)i
(ただしiは金利)、手持金により建設する場合の
割引率を(l-mi)i(ただし、 miは利子所得に係る
限界税率である)と定式化している。 miについて
は、「居住者又は園内に恒久的施設を有する非居住
者が国内において支払いを受けるべき利子所得に
ついては他の所得と分離して15%(このほか地方
税5%)の税率により課税されるJ(窪野(1994)) 
ので20%すなわち0.2である。本稿では、貸家建設
に必要な資金を手持金(土地代相当額を含む)、住
宅金融公庫資金(基本融資額、特別加算額)、その
他借入金により調達しているとしている。土地代
相当額も含め改めて資金源泉のウエイトを求める
と、手持金45.4%、住宅金融公庫基本融資額
38.2%、同特別加算額3.7%、その他借入金12.7%
である。一方、金利は3(5)で述べたとおりである。
それぞれの資金源泉について(l-my)i又は(l
mi)iを計算し、一方土地代相当額も含めた資金源
泉のウエイトを乗じて計算した結果、 rは3.2%す
なわち0.032となった。
w(資金のうち家屋に費やされた金額の割合)
は3(4)で述べたとおり0.556である。
Wc(市場価格と評価額の差を調整した家屋に係
る固定資産税の実効税率)は3(7)で述べたように
0.0126である。
α1 (固定資産税(家屋)の上昇率)は3(7)で述
べたように0.0029である。
Wc‘(市場価格と評価額の差を調整した土地に
係る固定資産税の実効税率)は3(7)で述べたよう
に0.00159である。なお、この実効税率は小規模住
宅用地に係る特例を含むものと解釈する。
α2 (固定資産税(土地)の上昇率)については
3 (7)で述べたように、 0.02である。
d(経済的償却率)は、3(4)で述べたように0.038
である。
Dn(償却額)を求めるにはk(割増償却率)、 a(法
定償却率)及びn(割増償却をした場合の耐周年数
(残存価額を 5%として計算))を求める必要があ
る。 kについては、2(5)で述べたように1.7とした。
また、 a~こついては同じ箇所で、a= 1 -0.1川 (Lは
法定耐周年数であり、鉄筋コンクリ ト造住宅の
法定耐用年数は60年である)の式が示されており、
この式により計算すると0.038である。さらに、n
についても同じ箇所で、
n=一(1/a)logO.05 +5-5k 
の式が示されており、この式により計算すると
75.335年である。 Dnについても同じ箇所で
Dn= n(kaw)e-(nk酬 dt+I~aw e-5哨 I)e-('市 )tdt
の式が示されている。この式と以上のデータによ
りDnを計算するとO.194であった。
Fについては2(4)で
F=I~wWc e-('山・ (3/4)dt 
+I:DwWc e-('州・ (2/3)dt 
の式が示されている。この式よりFを計算すると
0.0432であった。
Gについても同じ箇所で
Gニ I~(l-w)Wc ‘e-(' 叫・ (9/10)dt 
+ I:(l-w)Wc‘e-('叫・ (2/3)dt 
の式が示されているo この式よりGを計算すると
0.00408であった。実効税率が低いのでGはFより
lケタd、さくなっている。
(2)資本コストの計測
4 (1)で示した式及びデータにより資本コストを
計測する。その際、 2(2)で述べたように、宅地化
する農地に特例を受けずに貸家を建設する場合
(基準ケ ス)の資本コストと特例を受けて貸家
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を建設する場合(特例ケース)の資本コストの双
方を求める。なお、本稿では特例とは、固定資産
税の減額措置を指し、基準ケースの場合には(
F-G)が含まれない。計算結果は以下のとおりで
ある。
基準ケース 特例ケース
0.00826 0.00697 
固定資産税の減額措置の割引現在価値 (F+G)
は0.0473であったd これが計算式に入る結果、特
例ケースの資本コストは基準ケースの資本コスト
に対し差では0.00l29、率では15.6%低下した。し
たがって、固定資産税の減額措置は資本コストに
一定の影響を及ぼしているといえる。
5.おわりに
本稿は、資本コストの変化を通して貸家建設に
対する宅地並み課税の軽減措置の影響を定量的に
検証することを目的としたものである。
本稿の成果を概括すると次の3点である。
1)相続税及び固定資産税に係る宅地並み課税の
軽減措置の影響を計測するための資本コストを
定式化したこと
2) 1)のうち固定資産税に係る宅地並み課税の
軽減措置を含んだ資本コストを実際に計測し、
その措置の影響を示したこと
3) 2)の過程で、 92年度に埼玉県、千葉県、神奈
川県で住宅金融公庫から融資を受けて農地を転
用し貸家を建設した者のプロフィ ル及び貸家
の状況を明らかにしたこと
一方、今後の研究上の課題としては、本稿では
データ不足から不可能であった、相続税に係る宅
地並み課税の軽減措置も含んだ資本コストを実際
に計測し、その措置の影響を示すことがあげられ
る。
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In three metropolitan areas， building of rented dwellings increased much in 1992五scal
year and the share of rented dwellings built by farmers also increased very much. Economic 
Survey of Japan by the Government attributed this change to the tax reform. That is， the 
basis of assessment of the price of some agriculturalland in three metropolitan areas' was 
changed from agricultural land price to building land price. At the same time， tax re・
duction measures were set forth when the farmer built rented dwellings on that land. 
This article tries to evaluate quantitatively the effect of the tax reduction meas-
ures mentioned above， by estimating the change in cost of capital of rented dwellings 
mvestment. 
First， the cost of capital for estimating the effect is formulated after description of 
the change in basis of assessment for inheritance tax and municipal property tax along 
with tax reduction measures accompanied with them. 
Second， the profile offarmers who built rented dwellings with finance of Government 
Housing Loan Corporation in Saitama， Chiba or Kanagawa Prefecture in 1992 fiscal year， 
and the main attributes of the rented dwellings which they built are shown by calculating 
the data of the Corporation. According to the results of the calculation， the average an-
nual revenue is 13.281 million yen， the average lot size is 1176.19mヘtheaverage num-
ber of units in a building is 17.3， the average size of a unit is 57. 78m2， and the average 
building cost is 264.18 million yen. 
Third， cost of capital in rented dwellings investment without tax reduction meas-
ures (the standard case) and cost of capital with the tax reduction measures (the 
particular case) are estimated. However， in actual measurement， the tax reduction meas-
ure in inheritance tax is neglected because of data constraint and only those in munici-
pal property tax are considered. 
According to the results， the cost of capital in the standard case is 0.00826 and that 
in the particular case is 0.00697， which is less than the cost of capital in the standard 
case by 15.6 percent. 
Consequently， the tax reduction measures in municipal property tax seem to bring 
an effect on cost of capital in rented dwellings investment. 
